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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　海洋船舶用の懸架システムであって、
　前記海洋船舶は、前記懸架システムにより少なくとも一つの左側の胴体および一つの右
側の胴体に対して少なくとも部分的に支持された船体部分を含み、前記左側の胴体および
前記右側の胴体は、互いに対し、および前記船体部分に対し、ヒーブおよびピッチにおい
て独立的に移動可能であり；
　当該懸架システムは、前記船体部分と前記左側の胴体および前記右側の胴体との間に弾
性支持体を含み、当該懸架システムは、少なくともロール剛性を提供し；かつ、
　当該懸架システムは、ロールモーメントの分配を提供するように配置され、ここで、ロ
ール力は、ロール力位置において前記左側の胴体および前記右側の胴体のそれぞれに効果
的に作用し、
　当該懸架システムの特徴は、
　前記左側の胴体および前記右側の胴体のそれぞれについて、前記海洋船舶が滑走または
準滑走モードで動作しているとき、それぞれの左側の胴体または右側の胴体に作用する合
成押圧力の定常状態の位置から、該海洋船舶に沿った長手方向の距離の範囲内に、前記ロ
ール力位置が配置されており、
　前記長手方向の距離が、変位モードにおける設定負荷でそれぞれの左側の胴体または右
側の胴体の水線の長さの２０％である、
前記懸架システム。
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【請求項２】
　前記長手方向の距離が、変位モードにおける設計負荷で前記胴体の前記水線の長さの１
５％である、請求項１に記載の懸架システム。
【請求項３】
　前記長手方向の距離が、変位モードにおける設計負荷で前記胴体の前記水線の長さの１
０％である、請求項１に記載の懸架システム。
【請求項４】
　前記長手方向の距離が、変位モードにおける設計負荷で前記胴体の前記水線の長さの５
％である、請求項１に記載の懸架システム。
【請求項５】
　前記懸架システムの前記ロールモーメントの分配が固定されている、請求項１に記載の
懸架システム。
【請求項６】
　前記懸架システムの弾性支持体が、少なくとも一つの前方左側、前方右側、後方左側お
よび後方右側の弾性支持体を含む、請求項１に記載の懸架システム。
【請求項７】
　前記前方左側、前方右側、後方左側および後方右側の弾性支持体が、それぞれの前方左
側、前方右側、後方左側および後方右側の液圧アクチュエーターを含み、該液圧アクチュ
エーターは、ロール、ピッチ・ヒーブおよびワープ懸架モードのうちの二つ以上で異なる
ロール剛性を提供するために相互接続されている、請求項６に記載の懸架システム。
【請求項８】
　前記懸架システムの前記ロールモーメントの分配が、前記海洋船舶の少なくとも一つの
動作パラメーターに依存して調節可能である、請求項１に記載の懸架システム。
【請求項９】
　前記海洋船舶の前記少なくとも一つの動作パラメーターが、少なくとも一つの負荷セン
サーから獲得される、請求項８に記載の懸架システム。
【請求項１０】
　前記海洋船舶の前記少なくとも一つの動作パラメーターが、船舶の速度および／または
少なくとも一つの胴体の動作モードを含む、請求項８に記載の懸架システム。
【請求項１１】
　前記海洋船舶の前記少なくとも一つの動作パラメーターが、海面状態および／または旋
回の状況および／または横加速度を含む、請求項８に記載の懸架システム。
【請求項１２】
　前記懸架システムの弾性支持体が、それぞれの左側の胴体および右側の胴体の付着点を
有するアンチロールバーを含み、
　ここで、少なくとも前記左側の胴体および右側の胴体の付着点の長手方向の位置が、そ
れにより前記懸架システムの前記ロールモーメントの分配を調節するために変動する、
請求項８に記載の懸架システム。
【請求項１３】
　前記懸架システムの弾性支持体が、少なくとも一つの前方左側、前方右側、後方左側お
よび後方右側の単動式アクチュエーターを含み、各それぞれの単動式アクチュエーターは
、それぞれの圧縮チャンバーを含み、
　前方左側の流体容積は、前記前方左側の単動式アクチュエーターの前記圧縮チャンバー
および前方左側の流体導管を含み、
　後方左側の流体容積は、前記後方左側の単動式アクチュエーターの前記圧縮チャンバー
および後方左側の流体導管を含み、前記前方左側および後方左側の流体容積は、左側の流
体増幅器により相互接続され、
　前方右側の流体容積は、前記前方右側の単動式アクチュエーターの前記圧縮チャンバー
および前方右側の流体導管を含み、
　後方右側の流体容積は、前記後方右側の単動式アクチュエーターの前記圧縮チャンバー
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および後方右側の流体導管を含み、前記前方および後方右側の流体容積は、右側の流体増
幅器により相互接続され、
　前記左側の流体増幅器は、前記それぞれの左側の流体容積間の圧力比を提供し、かつ、
前記右側の流体増幅器は、前記それぞれの右側の流体容積間の圧力比を提供し、前記左側
の流体増幅器および前記右側の流体増幅器は、前記単動式アクチュエーターにより提供さ
れる前記ロールモーメントの分配を修正する、
請求項８に記載の懸架システム。
【請求項１４】
　当該懸架システムの弾性支持体が、少なくとも一つの前方左側、前方右側、後方左側お
よび後方右側の複動式アクチュエーターを含み、前記前方左側および前方右側の複動式ア
クチュエーターは、前方左側および前方右側の流体容積を形成するために横方向に交差接
続され、前記後方左側および後方右側の複動式アクチュエーターは、後方左側および後方
右側の流体容積を形成するために横方向に交差接続され、
　当該システムは、流体増幅器を含み、前記前方左側および後方左側の流体容積は、前記
流体増幅器を含む左側の流体導管により相互接続され、かつ、前記前方右側および後方右
側の流体容積は、前記流体増幅器を含む右側の流体導管により相互接続されている、
請求項８に記載の懸架システム。
【請求項１５】
　さらに、前記左側の流体導管間に左側のバイパス配置を含み、かつ、前記右側の流体導
管間に右側のバイパス配置を含み、前記左側のバイパス配置および前記右側のバイパス配
置はそれぞれ、前記ロールモーメントの分配の切替を可能にするように前記流体増幅器ま
たは各流体増幅器の周囲に選択的にバイパスを提供するためにそれぞれのバイパス弁を含
み、かつ、前記バイパス配置は、前記海洋船舶の少なくとも一つの動作パラメーターに反
応して切替可能である、請求項１３または請求項１４に記載の懸架システム。
【請求項１６】
　前記流体増幅器が、前記ロールモーメントの分配が継続的に変動することを可能にする
ために、前記前方左側および後方左側の流体容積間、ならびに前記前方右側および後方右
側の流体容積間で圧力の割合を変動させるように適合される、請求項１４に記載の懸架シ
ステム。
【請求項１７】
　前記懸架システムの弾性支持体が、個別の前方左側、前方右側、後方左側および後方右
側の支持体を含み、かつ、少なくとも前記前方左側および前方右側、または少なくとも前
記後方左側および後方右側の支持体は、それぞれのアクチュエーターを含み、
　前記前方左側および前方右側ならびに／または前記後方左側および後方右側のアクチュ
エーターは、それにより前記懸架システムの前記ロールモーメントの分配を調節するため
に制御可能である、
請求項８に記載の懸架システム。
【請求項１８】
　前記懸架システムが、個別に制御可能な前方左側、前方右側、後方左側および後方右側
のアクチュエーターを含み、前記個別に制御可能なアクチュエーターは、それにより前記
懸架システムの前記ロールモーメントの分配を調節するために制御可能である、請求項８
に記載の懸架システム。
【請求項１９】
　前記船体部分が、前記少なくとも一つの左側の胴体および右側の胴体の上に完全に支持
されている、請求項１に記載の懸架システム。
【請求項２０】
　前記少なくとも一つの左側の胴体および一つの右側の胴体が、一つの左側の胴体、一つ
の右側の胴体、一つの前方の胴体および一つの後方の胴体である、請求項１９に記載の懸
架システム。
【請求項２１】
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　前記船体部分が胴体部分を含む、請求項１に記載の懸架システム。
【請求項２２】
　前記少なくとも一つの左側の胴体および一つの右側の胴体が、一つの左側の胴体および
一つの右側の胴体である、請求項１、１９または２１のいずれかに記載の懸架システム。
【請求項２３】
　前記少なくとも一つの左側の胴体および一つの右側の胴体が、一つの左側の胴体、一つ
の右側の胴体および一つの前方の胴体を含む、請求項２１に記載の懸架システム。
【請求項２４】
　海洋船舶用の懸架システムの懸架反応を制御する方法であって、前記海洋船舶は、前記
懸架システムにより少なくとも一つの左側の胴体および一つの右側の胴体に対して少なく
とも部分的に支持された船体部分を含み、当該システムは、ロールモーメントの分配の調
節が可能となるように配置され、
　当該方法は、前海洋船舶の少なくとも一つの動作パラメーターを検知する工程、および
前記少なくとも一つの動作パラメーターに依存して前記懸架システムの前記ロールモーメ
ントの分配を調節する工程を含む、
前記方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
発明の分野
　本発明は、海洋船舶用の懸架システムに関し、特に、少なくとも二つの胴体上に海洋船
舶の船体、客室および／または甲板を少なくとも部分的に支持するための懸架システムの
ロールモーメントの分配に関する。
【背景技術】
【０００２】
発明の背景
　出願人の国際特許出願公開第ＷＯ２００４／０１６４９７号、第ＷＯ２０１１／１４３
６９２号、第ＷＯ２０１１／１４３６９４号および第ＷＯ２０１３／１８１６９９号（参
照により本明細書に組み込まれ、少なくとも二つの胴体上に少なくとも四つの支持点の上
で少なくとも部分的に支持される船体部分を有する多胴型船舶の様々な構成を開示する）
に開示されるように、少なくとも二つの胴体と船舶の船体との間に懸架装置を有する多胴
型海洋船舶を提供することが知られている。ロール（ｒｏｌｌ）安定性の主要な源を提供
する一つの左側の胴体および一つの右側の胴体を有する船舶において、船舶が静止してい
るか、浮力モードで動作しているときに、ロール力の長手方向の分配（または、ロールモ
ーメントの分配（Ｒｏｌｌ　Ｍｏｍｅｎｔ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ）－ＲＭＤ）が少
なくとも四つの支持点の上の負荷に適合するように設計されるとき、懸架システムは、準
滑走（ｓｅｍｉ－ｐｌａｎｉｎｇ）または滑走（ｐｌａｎｉｎｇ）のような他のモードで
の動作の間、ロール力の長手方向の分配における不均衡の兆候を示し得ることが見出され
てきた。
【発明の概要】
【０００３】
発明の概要
　本発明の第一の側面によれば、海洋船舶用の懸架システムが提供され、
　前記海洋船舶が、当該懸架システムにより少なくとも一つの左側の胴体および一つの右
側の胴体に対して少なくとも部分的に支持される船体部分を含み、
　前記左側の胴体および前記右側の胴体が、互いに対して、および前記船体部分に対して
移動可能であり、
　当該懸架システムが、前記船体部分と前記左側の胴体および前記右側の胴体との間に弾
性支持体を含み、
　当該懸架システムが、少なくともロール剛性を提供し；かつ、
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　当該懸架システムが、当該懸架システムのロールモーメントの分配（ＲＭＤ）を提供す
るように配置され、
　ここで、ロール力は、前記海洋船舶が滑走または準滑走モードで動作しているとき、前
記左側の胴体および前記右側の胴体に作用する合成押圧力の定常状態の位置から前記海洋
船舶に沿う長手方向の距離の範囲内に配置される位置で効果的に作用し、
　前記長手方向の距離が、変位モードにおける設計負荷で、前記少なくとも一つの左側お
よび一つの右側の胴体のうちの一つの水線（ｗａｔｅｒｌｉｎｅ）の長さの２０％である
。代替的には、当該懸架システムがロール力を提供する長手方向の距離は、好ましくは、
海洋船舶が滑走または準滑走モードで動作しているとき、左右の胴体に作用する合成押圧
力の位置の１５％の範囲内であってもよく、１０％の範囲内であってもよく、５％の範囲
内であってもよく、またはそれより小さくてもよい。胴体の動的なピッチ（ｐｉｔｃｈｉ
ｎｇ）運動および波干渉は潜在的には、＋／－２０％の長手方向の距離の範囲外であって
も左右の胴体に作用する合成押圧力の位置を移動させ得るが、これらの事象は、定常状態
ではない。
【０００４】
　当該懸架システムのＲＭＤは、固定されていてもよい。代替的には、当該懸架システム
のＲＭＤは、海洋船舶の少なくとも一つの動作パラメーターに依存して調節可能であって
もよい。任意には、ロール剛性もまた調節可能であってもよい。ＲＭＤが固定されていよ
うと調節可能であろうと、当該懸架システムの弾性支持体は、少なくとも一つの前方左側
、前方右側、後方左側および後方右側の弾性支持体を含んでいてもよい。前方左側、前方
右側、後方左側および後方右側の弾性支持体は、それぞれの前方左側、前方右側、後方左
側および後方右側の液圧アクチュエーターを含んでいてもよく、該液圧アクチュエーター
は、ロール、ピッチ・ヒーブ（ｐｉｔｃｈ　ｈｅａｖｅ）およびワープ懸架モードのうち
の二つ以上において異なる剛性を提供するために相互接続される。これらの液圧アクチュ
エーターは単動式であってもよいが、好ましくは複動式である。それによりアクチュエー
ターが相互接続される配置は、異なる懸架モードにおいて異なる剛性を提供するものとし
て知られるさらなる装置を含み得る。
【０００５】
　当該懸架システムのＲＭＤが海洋船舶の少なくとも一つの動作パラメーターに依存して
調節可能である場合、負荷および負荷の位置が感知されれば、ＲＭＤは第一の限界と第二
の限界との間のあらゆる設定に調節されてもよいが、海洋船舶の少なくとも一つの動作パ
ラメーターは、少なくとも一つの負荷センサーを含んでいてもよい。代替的または追加的
には、海洋船舶の少なくとも一つの動作パラメーターは、船舶の速度および／または少な
くとも一つの胴体の動作モード（すなわち、変位もしくは滑走／準滑走）を含んでいても
よい。胴体の動作モードを示し得るパラメーターのみが感知されれば、ＲＭＤの調節は、
継続的に可変であるよりはむしろ、第一の予め設定された設定と第二の予め設定された設
定との間で選択してもよい。追加的または代替的には、海洋船舶の少なくとも一つの動作
パラメーターは、旋回の状況および／もしくは横加速度および／もしくは海面状態、また
は船体部分に対する胴体の移動のような海面状態の少なくとも一つのインジケーター、も
しくは絶対的な波の高さもしくは船体部分の運動を含んでいてもよい。
【０００６】
　本発明の一以上の形態において、当該懸架システムの弾性支持体は、それぞれの左側の
胴体および右側の胴体の付着点を有するアンチロールバーを含んでいてもよく、少なくと
も左側の胴体および右側の胴体の付着点の長手方向の位置は、それにより当該懸架システ
ムのロールモーメントの分配（および、調節のタイプによってはロール剛性）を調節する
ために変動する。
【０００７】
　本発明の一以上の形態において、当該懸架システムの弾性支持体は、少なくとも一つの
前方左側、前方右側、後方左側および後方右側の液圧アクチュエーターを含んでいてもよ
い。少なくとも一つの前方左側、前方右側、後方左側および後方右側の液圧アクチュエー
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ターは、それぞれの圧縮チャンバーを含むそれぞれの単動式アクチュエーターを含んでい
てもよく、前方左側の流体容積は、前方左側の単動式アクチュエーターの圧縮チャンバー
および前方左側の流体導管を含み；後方左側の流体容積は、後方左側の単動式アクチュエ
ーターの圧縮チャンバーおよび後方左側の流体導管を含み、前方左側および後方左側の流
体容積は、左側の流体増幅器により相互接続され；前方右側の流体容積は、前方右側の単
動式アクチュエーターの圧縮チャンバーおよび前方右側の流体導管を含み；後方右側の流
体容積は、後方右側の単動式アクチュエーターの圧縮チャンバーおよび後方右側の流体導
管を含み、前後の右側の流体容積は、右側の流体増幅器により相互接続され；左側の流体
増幅器は、それぞれの左側の流体容積間の圧力比を提供し、右側の流体増幅器は、それぞ
れの右側の流体容積間の圧力比を提供し、左側の流体増幅器および右側の流体増幅器は、
液圧アクチュエーターにより提供されるロールモーメントの分配を修正する。すなわち、
したがって、例えば、液圧アクチュエーターおよびそれらを取り付けることの機械的な利
益（ｍｏｕｎｔｉｎｇ　ｍｅｃｈａｎｉｃａｌ　ａｄｖａｎｔａｇｅｓ）は、固定された
ＲＭＤを提供し、流体増幅器の使用は、流体増幅器の形態に基づいて、新たな固定された
ＲＭＤまたは移動するＲＭＤのいずれかを作るために、後方の圧力に対する前方の圧力の
割合を変化させることを可能にし得る。代替的には、少なくとも一つの前方左側、前方右
側、後方左側および後方右側の液圧アクチュエーターは、それぞれの複動式アクチュエー
ターを含んでいてもよく、前方左側および前方右側の複動式アクチュエーターは、前方左
側および前方右側の流体容積を形成するために、（一つのアクチュエーターの圧縮チャン
バーが横方向に反対側のアクチュエーターのリバウンドチャンバーに）横方向に交差接続
され、後方左側および後方右側の複動式アクチュエーターは、後方左側および後方右側の
流体容積を形成するために、横方向に相互接続される。当該システムは、流体増幅器を含
んでいてもよく、前方左側および後方左側の流体容積は、流体増幅器を含む左側の流体導
管により相互接続され、前方右側および後方右側の流体容積は、流体増幅器を含む右側の
流体導管により相互接続される。どちらの場合も、左右の流体導管は任意に、ロールモー
メントの分配の切替を可能にすべく流体増幅器または各流体増幅器の周囲に選択的にバイ
パスを提供するために、さらにバイパス弁を含んでいてもよく、バイパスの配置は、好ま
しくは海洋船舶の少なくとも一つの動作パラメーターに反応して切替可能である。代替的
には、アクチュエーターが複動式である場合、流体増幅器は、ＲＭＤが二つの設定の間で
切り替えられるよりはむしろ継続的に変動することを可能にするために、例えば可変ピボ
ット点を用いることにより、前方左側および後方左側の流体容積の間ならびに前方右側お
よび後方右側の流体容積の間の圧力の割合を変動させるように適合されていてもよい。
【０００８】
　本発明の一つ以上の形態では、当該懸架システムの弾性支持体は、個別の前方左側、前
方右側、後方左側および後方右側の支持体を含んでいてもよく、ここで、少なくとも前方
（すなわち、前方左側および前方右側）または少なくとも後方（すなわち、後方左側およ
び後方右側）の支持体は、液圧－空圧式（ｈｙｄｒｏ－ｐｎｅｕｍａｔｉｃ）、油圧－空
圧式（ｏｌｅｏ－ｐｎｅｕｍａｔｉｃ）、空圧式、液圧式または電気機械式装置であって
もよいそれぞれのアクチュエーターを含んでいてもよい。この場合、前記前方左側および
前方右側ならびに／または前記後方左側および後方右側のアクチュエーターは、それによ
り当該懸架システムのＲＭＤを調節するために制御されていてもよい。例えば、前方左側
および前方右側の支持体は、コイルバネを含み得、後方左側および後方右側の支持体は、
液圧－空圧式アクチュエーターを含み得、該液圧－空圧式アクチュエーターの剛性は、そ
れによりＲＭＤを調節するために調節される。代替的には、前後の支持体は、調節可能な
スプリングシートのような液圧式装置を含み得、前方左側、前方右側、後方左側および後
方右側の液圧式装置は、それぞれの支持体上の負荷を調節し、それによりＲＭＤを変動さ
せるために制御される。
【０００９】
　本発明の一つ以上の形態では、当該懸架システムは、個別に制御可能な前方左側、前方
右側、後方左側および後方右側のアクチュエーターを含んでいてもよく、該アクチュエー
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ターは、液圧式もしくは電磁式または他の電気機械式装置であってもよい。前記個別に制
御可能なアクチュエーターは、（例えば、調節可能なスプリングシートである）弾性支持
体と直列であってもよく、代替的には、前記個別に制御可能なアクチュエーターは、可変
押出力減衰装置または電磁式電動発電機リニア装置のような弾性支持体と並列であっても
よく、弾性支持体とは完全に分離して提供されてもよい。いずれの場合も、前記個別に制
御可能なアクチュエーターは、それにより当該懸架システムのロールモーメントの分配を
調節するために制御されていてもよい。
【００１０】
　本発明の一つ以上の形態では、船体部分は、少なくとも一つの左側の胴体および一つの
右側の胴体の上に完全に支持されていてもよい。そのとき、少なくとも一つの左側の胴体
および一つの右側の胴体は、一つの左側の胴体、一つの右側の胴体、一つの前方の胴体お
よび一つの後方の胴体であってもよい。
【００１１】
　代替的には、船体部分は、胴体部分を含んでいてもよく、したがって、船体部分は、少
なくとも一つの左側の胴体および一つの右側の胴体の上に部分的にのみ支持されている。
船体部分が、少なくとも一つの左側の胴体および一つの右側の胴体の上に完全に支持され
ているか、部分的にのみ支持されているかにかかわらず、少なくとも一つの左側の胴体お
よび一つの右側の胴体は、一つの左側の胴体および一つの右側の胴体であってもよく、す
なわち、船舶は、そのとき双胴船または三胴船のいずれかである。
【００１２】
　本発明の一つ以上の形態では、少なくとも一つの左側の胴体および一つの右側の胴体は
、一つの左側の胴体、一つの右側の胴体、一つの前方の胴体および任意に一つの後方の胴
体を含んでいてもよい。
【００１３】
　本発明の別の側面は、海洋船舶用の懸架システムのロールモーメントの分配を制御する
方法を提供し、前記海洋船舶は、前記懸架システムにより少なくとも一つの左側の胴体お
よび一つの右側の胴体に対して少なくとも部分的に支持された船体部分を含み、前記懸架
システムは、当該懸架システムの前記ロールモーメントの分配の（切替または変動のよう
な）調節を可能にするために配置され、当該方法は、前記海洋船舶の少なくとも一つの動
作パラメーターを検知する工程および前記少なくとも一つの動作パラメーターに依存して
前記懸架システムの前記ロールモーメントの分配を調節する工程を含む。
【００１４】
　本発明の好ましい側面を示す添付の図面を参照して本発明をさらに説明することが、都
合が良いであろう。本発明の他の態様が考えられ得、結果として、添付の図面の特殊性は
、先行する本発明の説明の一般性に優越するものとして理解されるべきではない。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】図１は、本発明の一態様による海洋船舶の側面図である。
【図２】図２は、異なるモードで動作している図１の船舶の側面図である。
【図３】図３は、本発明の一態様による海洋船舶の概略的な平面図である。
【図４】図４は、本発明の一態様による海洋船舶の概略的な平面図である。
【図５】図５は、本発明の一態様による海洋船舶の概略的な平面図である。
【図６】図６は、本発明の一態様による海洋船舶の概略的な平面図である。
【図７】図７は、本発明による海洋船舶の概略的な平面図である。
【図８】図８は、本発明による海洋船舶の概略的な平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
好ましい態様の説明
　まず図１を参照すると、海洋船舶１（この場合、双胴船）が示され、該海洋船舶は船体
部分２を有し、該船体部分は胴体４の上に懸架され、該胴体は前記船体２に対して移動可
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能である。懸架の幾何学的形状は、出願人の国際特許出願第ＷＯ２０１３／１８１６９９
号に開示されるような配置における前方リーディングアーム５、前方支持体６およびスラ
イドアームと支持体との後方の組合せ７である。静止しているか、変位モードで動作して
いるとき、水線の下の胴体４の表面に作用する水圧の合力ＦＲは、８で示される胴体の浮
心を通って実質的に作用する。浮心は、変位した容積の重心であるので、負荷および負荷
の位置とともに変化する。
【００１７】
　図面を通して、類似の部品、項目または特徴には、同様の参照番号が付与される。
【００１８】
　船舶１が、図２に示されるように、滑走または準滑走モードで動作すべく十分に早く航
行しているとき、浮力ＦＢは典型的には、胴体上の支持力の１０％と５０％との間を提供
し、水線の下の胴体の長さの最後尾３分の１の周辺に作用するものと推測され、胴体上の
支持力の残り９０％から５０％は、水線の下の長さのおよそ４分の３の割合で胴体の領域
にわたって作用する流体動圧から生じる押圧力ＦＰにより提供される（全ての長さは慣習
的に、船尾梁から測定される）。したがって、滑走中に合成押圧力ＦＰが作用する圧力中
心が、場合によっては、滑走中に胴体に作用する力の中心であると推測され得る一方、浮
力ＦＢの成分もまた、さらなる正確性のために考慮され得るか、そうでなければ含まれ得
る。図２において、合力ＦＲは、滑走による押圧力ＦＰと浮力ＦＢの両方を含むものとし
て示されている。胴体は、船首が５度上がった姿勢で示され、船体部分は、胴体に対して
およそ３度下がるように調節されており、それを船首が２度上がったままにする。船体は
、船体に対応する加速度を伝えることなく胴体への船首底衝撃を吸収するよう前方支持体
６において利用可能なより多くの圧縮移動量を残すために、胴体上の滑走または準滑走動
作中、完全に平坦ではない。
【００１９】
　図２において、胴体構造、モーター、変速機、推進装置および／または燃料ならびに胴
体に固定される他の部分の質量に作用する重力による力ＦＭが示されている。前方取り付
け点で胴体に作用する船首の懸架力ＦＦおよび後方取り付け点で胴体に作用する船尾の懸
架力ＦＡもまた、示されている。各胴体上に一つの船首の（前方の）懸架装置取り付け位
置および各胴体上に一つの船尾の（後方または後部の）懸架装置取り付け位置しかないの
で、これらの船首および船尾の懸架支持力ＦＦならびにＦＡは、状況により、ヒーブ、ピ
ッチおよびロール（ならびに、ことによってはワープ）成分を含む。例えば、船体の重心
が船舶の中心にあり、船舶がいかなるリーウェイ（ｌｅｅｗａｙ）または他の横力もなし
で直線に航行していれば、そのときは、必要とされるロール力はないであろうし、したが
って、懸架力のロール成分はゼロであろう。しかしながら、船舶が例えば旋回していれば
、船体の横加速度により生成される遠心力に反応するために、ロール対が必要とされ得る
。ロール対は、一つの胴体上で上方向に、反対の胴体上で等しくかつ逆方向（下向き）に
作用する。図２に示される胴体に作用するロール対の力ＦＣは、船体とその胴体との間に
作用する船首および船尾の懸架支持力ＦＦならびにＦＡの成分である。ロール対の力が左
右の胴体に作用する効果的な長手方向の位置は、懸架システムのロールモーメントの分配
により決定される。
【００２０】
　胴体が図２に示されるように滑走または準滑走モードにある間、水線の下の胴体の長さ
は減少し、したがって、船舶のあらゆるヨー（ｙａｗ）に反応するトルクは、同様に減少
する。図２に示される実施例ではまた、（船尾梁から測定される）胴体と水との間の合力
ＦＲの長手方向の位置もまた減少し、すなわち、それは後方へ移動した。したがって、胴
体が滑走または準滑走モードで動作しているときに方向安定性を維持するために、ロール
反応力がその周りに適用される長手方向の位置（すなわち、ロール対の力ＦＣ）は、同様
に変位モードの浮心の後方でなければならない。
【００２１】
　胴体が図１に示されるように変位モードにある間、水線の下の胴体の長さは増加し、し
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たがって、船舶のあらゆるヨーに反応するトルクは、水に対する胴体のピッチの減衰のよ
うに増加する。この理由のため、ロール反応力がその周りに効果的に適用される長手方向
の位置が、（浮心を通って）胴体と水との間に作用する合力ＦＲの長手方向の位置または
その近傍にあることは、それほど重要ではない。したがって、懸架システムのロールモー
メントの分配が固定されれば、すなわち、ロール反応力がその周りに効果的に適用される
長手方向の位置が調節可能でなければ、そのとき、好ましくは、懸架システムのロールモ
ーメントの分配は、動作の滑走または準滑走モードに設定される。理想的には、ロール反
応力がその周りに効果的に適用される長手方向の位置「Ｏ」は、胴体と水との間に作用す
る合力ＦＲの長手方向の位置と同一であるか一致する一方、ＦＲの位置は、異なる定常状
態の状況とともに、かつ動的に変動し得、したがって、好ましくは、ロール反応力ＦＣが
その周りに効果的に適用される長手方向の位置「Ｏ」は、それぞれの胴体と水との間に作
用するそれぞれの合力ＦＲの長手方向の位置の２０％の範囲内にある。船舶および状況に
より、この変動は減少され得、したがって、そのときは、ロール反応力がその周りに効果
的に適用される長手方向の位置は、胴体と水との間に作用する合力ＦＲの長手方向の位置
の１５％、１０％、５％またはそれより小さい範囲内であり得る。
【００２２】
　滑走中に胴体と水との間に作用する合力ＦＲの長手方向の位置は、負荷の大きさ、負荷
の位置および水に対する船舶の速度のような異なる定常状態の状況とともに変動する。例
えば、大きな負荷が船舶の前の方に置かれれば、胴体の定常状態の滑走の角度はより水平
となるであろうし、滑走の押圧力を移動させ、したがって、合力ＦＲは、「Ｏ」から「Ｐ
」へ前進する。同様に、大きな負荷が船舶の後ろの方に置かれれば、胴体の定常状態の滑
走の角度は、傾き、船首が上がり、水平からはさらに離れるであろうし、滑走の押圧力を
移動させ、したがって、合力ＦＲは、その代わりに「Ｏ」から「Ｑ」へ後退する。「Ｏ」
から「Ｐ」の距離が、変位モードにおける設計負荷で胴体の水線の長さの２０％であり、
かつ、「Ｏ」から「Ｑ」の距離が同様に、変位モードの水線の長さの２０％であれば、そ
のときは、ロール反応力がその周りに適用される長手方向の位置（すなわち、図２におけ
る胴体上のロール対の力ＦＣの長手方向の位置）は、浮力および滑走の圧力からの水勢に
より胴体に作用する合力ＦＲの長手方向の位置の２０％の範囲内である。ＦＲの＋／－２
０％の長手方向の位置の変化の範囲が、最も実用的な胴体および船舶の設計を含むべきで
ある一方、多くの船舶は、負荷の位置および／または速度の変化とともにより調和した滑
走性能を確実にするために、合力ＦＲの長手方向の変化を少なくすることを確実にする胴
体の形態、設計負荷限界および／または（阻集器のタブまたは推進推力の角度の変化のよ
うな）トリム角調節装置の組み合わせを有するであろう。したがって、ロール反応力がそ
の周りに効果的に適用される長手方向の位置がたとえ固定されているとしても、それは多
くの船舶について、平坦で静かな水中における定常状態の滑走動作において、胴体と水と
の間に作用する合力ＦＲの長手方向の位置の１５％、１０％、５％またはそれより小さい
ような＋／－２０％より小さい範囲内にとどまり得る。
【００２３】
　概して、効果的なロール反応力ＦＣと合力ＦＲとの間の長手方向の距離ＯＰおよびＯＱ
の範囲を最小化することは、角度のついた（すなわち、真正面からではない）波の衝突に
よるピッチモーメントの変化の大きさを最小化する。ロール反応力は概して、一つの胴体
から他の胴体に対して等しくかつ逆方向であるので、すなわち、ロール対の力ＦＣ、その
ようなピッチモーメントの変化は相対する胴体上で逆方向であり、したがって、船体上に
ロールモーメントを生成する角度のついた波の衝突は、ワープ力または胴体の運動を生成
し得る。したがって、効果的なロール反応力ＦＣと合力ＦＲとの間の長手方向の距離ＯＰ
およびＯＱの範囲を最小化することは、胴体のあらゆる所望されないワープ運動を最小化
し得、細かい方向安定性を改善する。
【００２４】
　滑走中に胴体と水との間に作用する合力ＦＲの長手方向の位置はまた、波干渉により、
および水に対する胴体のピッチにより、動的に変動する。この場合、滑走の押圧力ＦＰの
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長手方向の位置は、急激に大きく前後に移動し得、２０％より大きい胴体と水との間に作
用する合力ＦＲの長手方向の位置の変化を与える。したがって、懸架システムのロールモ
ーメントの分配を動的に調節すること、すなわち、ロール反応力が効果的に適用される長
手方向の位置を能動的に調節することは、有益であり得る。しかしながら、これは、懸架
システムのタイプに依存し、それがロールモーメントの分配を変動させ得ることだけでな
く、必要とされる頻度および効率とともにそうし得るかどうかによる。例えば、たとえ懸
架システムが（二つの状態間で切り替えるのとは対照的に）全範囲にわたってロールモー
メントの分配を変動させ得たとしても、波干渉の間の船体に対する胴体のピッチを制御す
るためには、負荷および／または速度を補償し、減衰を使用することのみが、より効果的
かも知れない。
【００２５】
　ロールモーメントの分配が（恒久的に）固定され、したがって、上述のように、動作の
滑走または準滑走モードに向かってバイアスがかけられれば、そのときは、船舶が静止し
ているか変位モードで動作しているとき、波の入力信号による不均等な前から後ろへの胴
体の運動が、船舶の船体部分を、船体と胴体との間の四つの支持点（前方左側、前方右側
、後方左側および後方右側）を通して平均面のロール角より大きい角度にロールさせる原
因になるかも知れない。滑走または準滑走のロールモーメントの分配が、懸架システムの
静止（または変位モード）性能に不要な効果を生成すれば、先に説明したワープ安定性の
場合と同様に、快適性のために調節可能なロールモーメントの分配を提供すること、船体
へのロール加速度を減少させることが好ましくあり得る。ロールモーメントの分配は例え
ば、変位設定と滑走設定との間で切り替えられ得、また代替的には、ロールモーメントの
分配は、ロール反応力がその周りに効果的に適用される長手方向の位置を、胴体と水との
間に作用する合力ＦＲの時間平均化された長手方向の位置（例えば、負荷のシフト、速度
の変化、海面状態、船首の向きおよび／または旋回の状況を訂正する間の波の衝突または
他のそのような動的な相互作用の効果を除去するために時間平均化される）の２０％（ま
たは、好ましくは上述のようにより小さい）の範囲内に維持するために、継続的に変動し
得る。
【００２６】
　双胴船の胴体の後方部（または各側面に前方および後方の胴体を有する船舶の後方の胴
体）は典型的には、胴体の前方部より運動せず、滑走領域は概して、胴体の前方に向って
より狭くなり、したがって、（浮力および滑走力を含む）水勢合力ＦＲは、後方よりも前
方への動きが少なくなり得る（すなわち、距離ＯＰは、距離ＯＱより短い）。したがって
、懸架システムのロールモーメントの分配が波の入力信号とともに能動的に変動しなけれ
ば（すなわち、固定されるか、または定期的にのみ、もしくは時間平均化された入力信号
に基づいて変動する）、ロール反応力がその周りに効果的に適用される長手方向の位置を
胴体と水との間に作用する合力ＦＲの定常状態の長手方向の位置の近傍であるがわずかに
離れたところに設定することが、有利であり得、例えば、好ましくは後方に５％までであ
るが、１０％または１５％のようにより大きくなり得る。
【００２７】
　図３は、概略的な形態で、図１および図２の船舶に適用される低いワープ剛性の懸架シ
ステム１０の基本形態を示す。平面図であるので、ここでは左側の胴体３も目に見える。
前方支持体６は、前方導管１３により相互接続された前方左側および前方右側の空気バネ
１１、１２であり、したがって、弾性支持体に提供するロール剛性はゼロである。同様に
後部では、支持体７は、後方導管１６により相互接続された後方左側および後方右側の空
気バネ１４、１５であり、先の場合と同様、弾性支持体に提供するロール剛性はゼロであ
る。アンチロールバー１７は、ロール剛性を提供するものとして示されており、バーの横
方向の中心部分は、船体部分２に回転可能に接続されており、バーの左右の端部１８、１
９は、各胴体３および４に接続されている。船舶が静止しているとき、アンチロールバー
が水平面にあり、かつ、バーの端部１８、１９と胴体３，４との間のあらゆるドロップリ
ンク（ｄｒｏｐ　ｌｉｎｋｓ）が垂直方向であれば、そのときは、アンチロールバーによ
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り奏されるロール力は、垂直方向であり、アンチロールバーの端部を通る作用線を有する
であろう。その場合、アンチロールバーの端部が合力（すなわち、図１もしくは２におけ
る変位または滑走の場合のＦＲ）を超えるとき、その後、胴体上のロール力は、水に対す
る胴体の効果的な支持点を通って作用し、したがって、純粋なロール運動のために誘導さ
れるワープはゼロであろう。ロール力が効果的に作用する水に対する胴体の効果的な支持
点（すなわち、ＦＲで規定される点）から離れるほど、ロール中に誘導されるワープは大
きくなり、したがって、いくらかの誤整列が全く許容可能であってもよい一方で、大きさ
は、胴体の形態のタイプおよび多くの他の船舶および状況に特有のパラメーターに依存す
る。アンチロールバーの初期位置およびドロップリンクの角度は、ロール力が各胴体上で
必要とされる作用線に沿って作用することを確実にするために、上記の簡略化された水平
および垂直の方位の例から変動し得る。いつでもロールモーメントの分配（および実際に
はロール剛性）を変動させるために、アンチロールバーの幾何学的形状が調節されてもよ
いか、またはアンチロールバーの位置が調節されてもよい一方で、そうすることは概して
実用的ではない。したがって、アンチロールバーは好ましくは、準滑走または滑走動作中
に胴体上の水の合力（すなわち、図２におけるＦＲ）に適合するように好ましく選択され
た、固定されたロールモーメントの分配を提供する。
【００２８】
　図４は、図１および２に示される海洋船舶１の同一の双胴船型上でロールモーメントの
分配が継続的に変動し得る、低いワープ剛性の液圧式懸架システム１０を示す。四つの三
動式液圧アクチュエーターまたはラム２１、２２、２３、２４が提供され、それぞれが、
主要な支持体圧縮チャンバー２５、２６、２７、２８、ロール圧縮チャンバー３３、３４
、３５、３６およびロールリバウンドチャンバー３７、３８、３９、４０を有する。本実
施例では、ロールチャンバー（圧縮およびリバウンド）は、断面積が等しく、したがって
、無視できるほどの、または実質的にゼロである押出（支持）力を提供する。前方左側の
ラム２１および前方右側のラム２２の支持体圧縮チャンバー２５、２６は、前方支持体の
流体導管２９により流体連通し、前方支持体の流体圧アキュムレーター３１を含む前方支
持体の流体容積を形成する。同様に、後方左側のラム２３および後方右側のラム２４の支
持体圧縮チャンバー２７、２８は、後方支持体の流体導管３０により流体連通し、後方支
持体の流体圧アキュムレーター３２を含む後方支持体の流体容積を形成する。図３におけ
る相互接続された空気バネと同様に、支持体の流体容積は、胴体３、４の上の船体部分２
の弾性支持体に実質的にゼロであるロール剛性を提供する。
【００２９】
　ロール圧縮およびリバウンドチャンバーは、容積変化および、したがってヒーブではな
くロールにおける剛性を提供するために、横方向に交差接続されている。例えば：前方左
側のロール圧縮チャンバー３３は、前方右側のロールリバウンドチャンバー３８に接続さ
れ、前方左側のロール圧縮容積を形成し；前方右側のロール圧縮チャンバー３４は、前方
左側のロールリバウンドチャンバー３７に接続され、前方右側のロール圧縮容積を形成し
；後方左側のロール圧縮チャンバー３５は、後方右側のロールリバウンドチャンバー４０
に接続され、後方左側のロール圧縮容積を形成し；後方右側のロール圧縮チャンバー３６
は、後方左側のロールリバウンドチャンバー３９に接続され、後方右側のロール圧縮容積
を形成する。各ロール圧縮容積は、ロールモーメントの分配装置５３に接続され、該ロー
ルモーメントの分配装置は、二つの複動式ラム５４、５５を含み、該二つの複動式ラムは
、ピボット可能なビーム５６により安定しており、該ピボット可能なビームのピボット５
７は、前方および後方のラムの間の割合が継続的に変動することが可能となるように、例
えばラックピニオン配置５８により移動可能である。前方左側のロール圧縮容積はまた、
前方左側のロール流体圧アキュムレーター４９、およびロールモーメントの分配装置５３
のラム５４におけるチャンバー５９を含み；前方右側のロール圧縮容積はまた、前方右側
のロール流体圧アキュムレーター５０、およびロールモーメントの分配装置５３のラム５
４におけるチャンバー６０を含み；後方左側のロール圧縮容積はまた、後方左側のロール
流体圧アキュムレーター５１、およびロールモーメントの分配装置５３のラム５５におけ
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るチャンバー６１を含み；後方右側のロール圧縮容積はまた、後方右側のロール流体圧ア
キュムレーター５２、およびロールモーメントの分配装置５３のラム５５におけるチャン
バー６２を含む。
【００３０】
　懸架システムのロールモーメントの分配の継続可変調節を提供することが可能なロール
モーメントの分配装置は、バランスがまるで一方の端部に前方のロール力を有し、反対側
の端部に後方のロール力を有する秤竿により決定され、秤竿のピボットが秤竿の端部の間
を移動可能であるかのように、後方のロール力に対する前方のロール力のバランスを効果
的に変化させている。前方支持体のロール力の成分は、前方のロール力を提供し、後方支
持体のロール力の成分は、後方のロール力を提供する。したがって、類推を完成させるた
めに、胴体上の前方支持点は、秤竿の一方の端部と言うことができ、胴体上の後方支持点
は、秤竿の反対側の端部であり、ロール対が胴体に効果的に作用する長手方向の位置は、
秤竿のピボット位置である。図４におけるロールモーメントの分配装置５３は、ラム５４
のチャンバー５９および６０内に前方のロール圧を有し、該ロール圧は、支持ラム２１お
よび２２内の前方のロール力に直接関連し、したがって、ラム５４は、前方のロールモー
メントに関連するピボット可能な（秤）ビーム５６の一方の端部上に力を生成する。右へ
の旋回からのロールモーメントに反応するため、前方左側のロール圧縮容積の圧力が増加
し、かつ、前方右側の圧縮容積の圧力が減少すれば、ラム５４内のピストンにわたる圧力
差は、ピボット可能なビーム５６から離れる方向にラム５４のピストンロッドアセンブリ
ーを牽引する力を生成する。同様に、ラム５５のチャンバー６１、６２内の後方のロール
圧は、支持ラム２３、２４内の後方のロール力に直接関連し、したがって、ラム５５は、
後方のロールモーメントに関連するピボット可能な（秤）ビーム５６の反対側の端部上に
力を生成し、右への旋回の際、ラム５５のチャンバー６１における圧力の相対的な増加は
、ピボット可能なビーム５６から離れる方向にラム５５のピストンロッドアセンブリーを
牽引する。例えば、船舶の少なくとも一つの動作パラメーターに反応して、ピボット可能
なビーム５６に沿ってピボット５７をスライドさせるためにラックピニオン配置５８を用
いることは、前後のロール力間のこのバランスが継続的に変動することを可能にし、それ
により、前後のロール力間の割合（またはバランス）を調節する。図４におけるロール成
分は、懸架システム１０のロールモーメントの分配の可変調節を提供するための配置の一
例である。理想的には、ロールモーメントの分配は、負荷の変化および速度の変化の効果
のような船舶の効果の定常状態の動作における変化を補償するために、低い頻度（例えば
２秒毎に一回より少ない、好ましくは５秒毎または分までのそれより長い時間に一回より
少ない）で調節されるのみである。負荷は用時に変化し得る一方、典型的には波干渉と同
じ頻度では変化しないであろう。例えば、観光船舶上では、乗客のほとんどが一時期、よ
り良い眺めを得るために船舶の一つの領域に移動するかも知れないが、彼らは波の頻度で
前後に移動しないであろう。波干渉または他の力学現象を補償するために、より高い頻度
（２秒または５秒毎に一回より多い）でロールモーメントの分配を調節することは可能で
あるが、定常状態の動作変数に反応してロールモーメントの分配を調節することが好まし
い。例えば、速度に変化があれば、ロールモーメントの分配は、数秒の範囲内で調節され
てもよいが、船舶上の負荷および船舶の定常状態の動作に影響する他のパラメーターもま
た同じままであれば、その後、速度が維持される間は再び調節されなくてもよい。
【００３１】
　図５は、図４におけるロール反応回路成分に類似するロール反応流体回路を示すが、図
５では、回路が二つの主要な相違点を有する：第一には、ロール圧縮チャンバーがロール
リバウンドチャンバーより大きい断面を有し、したがってロール容積内の圧力が、図５の
ように押出（支持）力を提供する別々の支持体圧縮容積が無ければ、所望され得る押出力
を提供であろうこと；第二には、ロールモーメントの分配装置における四つのチャンバー
５９、６０、６１、６２は、単一の四つのチャンバーを有するラム内に形成され、したが
って、（ロール容積を含む）ロール回路により提供されるロールモーメントの分配は、ロ
ールモーメントの分配装置５３におけるラム２１、２２、２３、２４の初期の寸法および
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搭載された機械的利益ならびにチャンバー５９、６０、６１、６２の有効面積により固定
されること。バイパス弁６７、６８を組み込むバイパス導管６５、６６を含むバイパス配
置の提供は、例えば、船舶の少なくとも一つの動作パラメーターに反応して、ロールモー
メントの分配装置５３の圧力比例効果がバイパスされることを可能にする。バイパス導管
６５は、バイパス弁６７の動作により決定されるように、前方左側および後方左側のロー
ル容積が選択的に接続されることを可能にし；同様に、バイパス導管６６は、バイパス弁
６８の動作により決定されるように、前方右側および後方右側のロール容積が選択的に接
続されることを可能にする。したがって、バイパス弁６７および６８が開いているとき、
（ロール容積を含む）ロール回路により提供されるロールモーメントの分配は、ラム２１
、２２、２３、２４の初期の寸法および搭載された機械的な利益により固定され、ロール
モーメントの分配装置の影響は打ち消される。
【００３２】
　明確化のために、ロールモーメントの分配装置５３は、二つの整列した円筒状の穴を含
み、そのそれぞれの中はピストンである。二つのピストンは、二つの円筒状の穴と（本実
施例では）後方左側のロールチャンバー６１および後方右側のロールチャンバー６２との
間の壁を通るロッドにより結合される。バイパス配置（または各バイパス配置における弁
）が開いているとき、左側のロール圧縮容積は流体連通しており、したがって、前方左側
のロール圧縮容積内の圧力は、後方左側のロール圧縮流体容積内の圧力と実質的に同一で
あり；同様に、右側のロール圧縮容積は流体連通しており、したがって、前方右側のロー
ル圧縮容積内の圧力は、後方右側のロール圧縮流体容積内の圧力と実質的に同一である。
したがって、前後のラムのロール力間の分配は、それらのラムの圧力領域により決定され
る。逆に、パイパス配置（または各バイパス配置におけるバイパス弁）が閉じているとき
、後方のロール容積内の圧力に対する前方のロール容積内の圧力の割合は、ロールモーメ
ントの分配装置５３の穴およびロッドの直径、すなわちチャンバー５９および６０の全ピ
ストン面領域に対するチャンバー６１および６２の環状のピストン面領域の割合により決
定される。ロールモーメントの分配装置は、［前方容積内の圧力］対［後方容積内の圧力
］間の割合および前後の容積間の流体容積の変化の割合を設定し得るので、それはまた、
流体増幅器として言及され得る。
【００３３】
　したがって、図５に示されるロールモーメントの分配装置とそのバイパス配置の組み合
わせは、切替可能なロールモーメントの分配を提供する。（ロールモーメントの分配装置
が動作しているか、またはバイパスされているかのいずれかである）ロールモーメントの
分配の二つの選択肢は、変位モードおよび滑走モードのような船舶の二つの動作モードに
適合するように設計され得、例えば、モードは、船舶の少なくとも一つの動作パラメータ
ーに反応して切り替えられる。好ましくは、ロールモーメントの分配の切替は、滑走モー
ドと変位モードとの間でなされ、この場合、少なくとも一つの動作パラメーターは、船舶
の速度であり得る。しかしながら、ロールモーメントの分配の切替は、あらゆる二つの定
常状態の状況（滑走または準滑走モードの両方であり得る）の間でなされ得、ここでは、
合力ＦＲは、実質的に異なる長手方向の位置にある。例えば、前方の位置で負荷を運ぶよ
うに設計された船舶では、コンテナの拾い上げもしくは引き渡しのように負荷が追加され
、または除去される：負荷が存在するとき、負荷が存在せず、船舶全体の質量の位置がよ
り後方であり、船舶のトリムがより船首が上がった状態になり、ＦＲがより後方になると
きよりも、船舶全体の質量の位置はより前方になり、船舶のトリムはより平坦になり、Ｆ

Ｒはより前方になる；そのとき、ロールモーメントの分配は、負荷の存在に依存して変化
し得、該負荷の存在は、懸架圧力または荷を積んでいるおよび積んでいない動作間の手動
入力を切り替えるオペレーターにより検知され得る。
【００３４】
　本発明は、移動可能な左側の胴体３および移動可能な右側の胴体４を有するあらゆる多
胴型船舶に適用可能であるので、図５には長い中央の胴体７０がまた示される。任意に船
体部分２に固定され得るので、中央の胴体７０に関連して支持体は示されていない。代替
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的には、船体は、中央の胴体上に懸架され得る。
【００３５】
　図６は、本発明が適用可能なさらなる胴体の構成を示す。左側の胴体３および右側の胴
体４に加えられるのは、前方の胴体７１および後方の胴体７２である。後方の胴体は代替
的には、船体に強固に固定されてもよいが、船舶は、本実施例では全四つの胴体上に弾性
的に支持される。弾性支持体のあらゆる公知の形態を示すために、コイルバネ７３または
７４が、前方または後方の胴体のそれぞれと船体との間に示される。ロールラム２１、２
２、２３、２４は、単動式であり、したがって動作中に類似のヒーブおよびロール剛性を
提供するものとして示され、長手方向に（すなわち、前から後ろに）接続されている。し
かしながら、前後の左側の流体容積内の圧力間に固定的比率を提供するために、（流体圧
アキュムレーター４９とともに前方左側の流体容積の一部を形成する）前方左側のロール
圧縮チャンバー３３と（流体圧アキュムレーター５１とともに後方左側の流体容積の一部
を形成する）後方左側のロール圧縮チャンバー３５との間に、左側のロールモーメントの
分配装置７９が提供され、該左側のロールモーメントの分配装置は、不均等なピストン領
域を有する複動式ラムである。類似の右側のロールモーメントの分配装置８０が、（流体
圧アキュムレーター５０とともに前方右側の流体容積を形成する）前方右側のロール圧縮
チャンバー３４と（流体圧アキュムレーター５２とともに後方右側の流体容積を形成する
）後方右側のロール圧縮チャンバー３６との間に提供される。前方の容積よりも後方の容
積内でより高い圧力を提供する、または後方の容積よりも前方の容積内でより大きい流体
容積の変化を提供するこれらのロールモーメントの分配装置は、代替的には流体増幅器と
して言及され得る。左右のロールモーメントの分配装置は、それぞれの切替可能なバイパ
ス配置８１、８２により任意にバイパスされ得、該バイパス配置は、それぞれの左側また
は右側の前方および後方の流体容積間の導管内に（図６において破線で示され、図５にお
ける導管６５内の弁６７および導管６６内の弁６８に類似する）弁を含む。バイパス配置
が閉じているとき、ロールモーメントの分配装置は、前後のラム間の割合で圧力および流
量を移動させ、その後、図５のように、ロールラム２１、２２、２３、２４内の力のロー
ルモーメントの分配は、ロールモーメントの分配装置７９および８０におけるラム２１、
２２、２３、２４の初期の寸法および搭載された機械的な利益ならびにチャンバーの有効
面積により決定される。このことは、共通の支持ラムロッド、穴および／またはストロー
クを用いる一方で、ロールモーメントの分配を設定するのに用いられ得る。しかしながら
、任意の切替可能なバイパス配置８１、８２は、提供されるとき、ロールモーメントの分
配が図５について説明されたものに類似する方法で切り替えられることを可能にし得る。
【００３６】
　図５および６において、バイパス弁が提供されなければ、ロールラム２１、２２、２３
、２４は理想的には、必要とされる（かつ、ここでは固定された）ロールモーメントの分
配が、いかなるロールモーメントの分配装置の必要性無しにロールラムおよび相互接続導
管により提供されるように、寸法決めおよび位置決めされるべきである。相互接続導管は
、いずれの場合も永久的な開口状態においてバイパス導管を含むであろう。
【００３７】
　図５のさらなる代替的な配置であって、ロールモーメントの分配を切り替える能力を維
持するのは、ロールモーメントの分配装置５３を省くが、切替可能なバイパス導管を維持
することである。導管が開いており、ロール容積のロールモーメント反応システムがワー
プ剛性を提供することなくロールに反応するとき、左側のロール容積内の圧力が等しくな
り、右側のロール容積内の圧力が等しくなるので、ロールモーメントの分配は、ラムの寸
法および機械的な利益により設定される。しかしながら、バイパス導管が閉じているとき
、静圧およびロールをともなう変圧の割合は、前後のロール容積で異なり得る。この場合
、ロール容積のロールモーメント反応システムは、ワープ剛性を提供しなければならない
が、特別に選択されたガス容積のアキュムレーター４９、５０、５１、５２を用いること
は、バイパス導管が閉じているこの別々の［前方］対［後方］モードにおけるロールモー
メントの分配の差を提供し得る。
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【００３８】
　図７は、船体２および左右の胴体（３および４）を有する双胴船に適用されるそのよう
な別々の前後のラムシステムを示すが、流体圧調節配置９０もまた示される。空気バネ１
１、１２、１４、１５は、ロールラム２１、２２、２３、２４と並列に示される。圧力調
節配置９０は、各回路内の圧力および流体容積を増加させるための（ポンプまたは供給ア
キュムレーターからの）高圧流体または各回路における圧力および流体容積を減少させる
ためのタンクのいずれかを有する、前方左側、前方右側、後方左側または後方右側の導管
（それぞれの前方左側、前方右側、後方左側または後方右側の流体容積の一部）と選択的
に連通するために、流体リザーバーまたはタンク９１、ポンプ９２、任意の供給アキュム
レーター９３および弁マニホールド９４を含む。このことは、前後左右の流体容積の動作
圧が、全体のロール剛性とロールモーメントの分配の両方の制御を与えて、前方のロール
剛性（すなわち、横方向に交差接続されたラムの前方の対により提供されるロール剛性）
および後方のロール剛性（すなわち、横方向に交差接続されたラムの後方の対により提供
されるロール剛性）をそれにより独立して変動させるよう調節されることを許容する。
【００３９】
　（並列なバネとアクチュエーターのあらゆる公知の配置が、各コーナーアセンブリーで
想像されるが、）図８は、コイルで覆った様式の配置として示される、支持バネ１０５、
１０６、１０７、１０８と並列になっている電気機械式アクチュエーター装置１０１、１
０２、１０３、１０４を利用する懸架システムのさらなる代替的な配置を示す。電磁式ア
クチュエーターは、アクチュエーターで力およびまたは変位を生成するよう、例えば再生
的な減衰を提供することにより懸架システムに入力されるエネルギーを吸収し、かつ、電
力を用いることにより懸架システムにエネルギーを戻すために用いられ得る。各アクチュ
エーターは、ロール力の分配が制御され得るように、理想的には中央制御ユニット１１０
により、個別に制御され得る。バネの力または変位（またはアクチュエーターの変位）お
よびアクチュエーターの力のような個別のコーナーアセンブリーパラメーターが測定され
、検出ライン１１１、１１２、１１３、１１４に沿って制御ユニット１１０に伝達される
。これらの入力信号は、負荷、負荷の位置および海面状態のような動作パラメーターを示
し得るか、その計算を可能にし得る。１１５、１１６、１１７のようなさらなるセンサー
は、動作モード（係留、変位、準滑走または滑走）および旋回の状況（リーウェイ有りで
、または無しで、船が旋回しているか、直進しているか）のような動作パラメーターを示
すか、その計算を可能にするために、舵の位置、速度、ＧＰＳ位置および／または横加速
度を含み得る。制御ユニットはその後、懸架システムのための適切なロールモーメントの
分配を決定し、制御ライン１１９、１２０、１２１、１２２を用いてアクチュエーターの
負荷を適宜制御し得る。
【００４０】
　図８におけるアクチュエーター（および任意にはバネもまた）は、同様に（相互接続と
は対照的に）独立したラムとして用いられ得、図８に関連して上述したように個別に制御
され得る、例えば液圧－空圧式装置のような液圧アクチュエーターにより置き換えられ得
る。そのような液圧－空圧式装置は、電力を生成するのに用いられ得る可変ダンパー弁を
含み得、各アクチュエーターは、あらゆる状況で必要とされる力を提供するために複動式
であり得る。動作の頻度もまた電力消費に影響するが、液圧アクチュエーターは、公知の
低消費電力の能動的な制御システムと同様に、支持バネと並列であり得、または代替的に
は、アクチュエーターは、概して電力消費を増加させる船体部分の支持の主要な源を提供
し得る。
【００４１】
　代替的には、図８におけるアクチュエーターは、コイルバネのような弾性支持体と直列
であるリニアアクチュエーターにより置き換えられ得る。リニアアクチュエーターは、調
節可能なスプリングシートのような液圧式または電気機械式装置であり得る。
【００４２】
　図２は、船尾梁から水線の下の胴体の長さのおよそ４分の３の割合で胴体の領域にわた
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体の形態、負荷、速度および波の衝突を含む多くの要素とともに変動する。滑走領域にわ
たって作用する圧力は概して、速度とともに増加し、滑走領域の大きさは概して、速度と
ともに減少し、したがって、滑走力ＦＰの大きさおよび位置は、速度とともに変動する。
胴体に作用する押圧力ＦＰの静的位置は、様々な速度および負荷の状況またはトリム角な
らびにそれから動作パラメーターの設定のための押圧力の位置を見積もるために用いられ
るデータ用の胴体の形態について、完全に見積もられ得るか、（例えばタンク試験におい
て）測定され得る。波の形態は、胴体の形態と交差するので、胴体に作用する押圧力ＦＰ

の静的位置は、変化する滑走領域による波の衝突とともに変動する。滑走圧力領域の中心
は、ほぼ滑走力ＦＰが作用する場所であるので、船首が狭い胴体の形態および胴体の船首
の方に頂点を有する実質的に三角形である圧力領域を有する他の胴体の形態は、実質的に
長方形の滑走圧力領域を有する前部が扁平角型のパント船のような胴体の形態と比べて、
波の衝突による影響がより小さくなり得る。船首が狭い滑走胴体の滑走圧力領域の中心は
、波の衝突とともに相対的に少ししか動かず、そのような胴体の形態は概して、より四角
い形状の船首を有する胴体と比べて、水中でより低いピッチ減衰を有するので、船首の狭
い胴体、またはより正確には、相対的に長く、ほぼ三角形であり、前方に向って狭くなる
滑走領域を有する胴体は概して、船舶は動作中に波に衝突するので、相対的に長方形であ
る滑走領域を有する胴体と比べて、胴体に作用する全体的な合成水支持力ＦＲの長手方向
の位置の大きな変動が少ない傾向にある。
【００４３】
　上述され、図３ないし７に示された胴体の数および懸架システムのタイプの多様性によ
り示されるように、本発明は、多胴型海洋船舶適用の範囲にわたって適用され得る。
【００４４】
　当業者には明らかであるように、修正および変形は本発明の範囲に属するものと見なさ
れる。
【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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